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情報共有の体制構築



Ⅲ－１

「地域の関連機関等との連携による
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はじめに

　平成17年12月8日に中央教育審議会から「特別支
援教育を推進するための制度の在り方について（答
申）」が出され、特殊教育から特別支援教育への制
度的転換の必要性が提言された。
　この中で、“「特別支援教育」とは、障害のある幼
児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組
を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一
人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、
生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適
切な指導及び支援を行うものである。”と述べられ
ているように、一人一人のニーズに応じた支援を行
う体制整備の見直しについて提言し、そのためには
盲・聾・養護学校や特殊学級において蓄積されてき
た障害児教育のノウハウを、通常の学級に在籍する
軽度障害児らの教育的支援のために役立てる体制の
整備、すなわち、盲・聾・養護学校等が、地域支援
のネットワークの中核的機能を果たすことが求めら
れている。
　全国の盲学校においては、早くから「地域の視覚
障害教育のセンター的役割」の構築に向けて取り組
んできており、それなりの成果を上げてきている
が、多くの盲学校は県内に１校という現状の中で、
広域にわたる県内全般をケアするセンター的機能を
果たすためのシステムは、必ずしも整っているとは
いえない。視覚障害のある幼児児童生徒を支援する
システム構築が困難な背景は、地域に点在している
弱視児の置かれている状況にも大きく影響している
ものと思われる。
　弱視児は、盲児に比べ日常の行動上で問題となる
ことが少なく、また、LDやADHD等の児童生徒に
比べ、学習上や行動上において目立つ存在ではない
ため、「気になる子ども」として教師の意識が薄く、
特別な教育的ニーズが高いにもかかわらず、とも

すると忘れられた存在になりかねないこと、さらに
は、弱視児の多くは、見えにくさを自ら訴えること
がほとんどないため、埋もれた存在になりかねない
こと、プライバシー等との観点から、本人自身や保
護者等からの訴えが無い場合、教師も周りもなかな
か意識されにくいことがある。
　本研究は、課題別研究の一環として、弱視児（者）
の教育を支援するネットワークの構築に向けて、こ
れまで継続支援してきた「神奈川県弱視教育研究会」
との連携、また、神奈川県内における弱視教育相談
等を通しての療育・早期教育相談の連携、そして、
地域の福祉・医療・療育・教育連携による「神奈川ロー
ビジョンネットワーク」との連携による、視覚障害
教育を支援するネットワークについて報告する。

１．神奈川県内における弱視教育
ネットワークの経緯　　

（１）神奈川県弱視教育研究会との連携
　当研究所では、旧視覚障害教育研究部の課題とし
て、従来から「弱視児の学習指導に関する研究」と
して弱視教育支援に取り組んできており、旧弱視教
育研究室が中心となって、昭和56（1981）年に神奈
川県内の弱視（特殊）学級設置校による５校連絡
会を立ち上げ、当研究所がスーパーバイザーとなっ
て、翌昭和57（1982）年には、７校による「弱視学
級連絡会」となり、昭和58（1983）年には県内弱視
（特殊）学級設置校９校による「弱視教育研究会」
が発足し、さらに、昭和60（1985）年２月には、県
内盲学校と弱視学級設置校が合同となった「神奈川
県弱視教育研究会」を組織し、弱視教育研修会や授
業研究会等による県内弱視教育のネットワークが形
成された。
　神奈川県弱視教育研究会においては、県教育委員
会の主催による弱視教育研修講座（年１回）や横浜
市教育委員会による視覚障害教育研修（年２回）の
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他、県内ブロック持ち回りの授業研究（年３～４回）
などを通して情報交換を行っている。この「神奈川
県弱視教育研究会」が主管となり、平成３（1991）
年１月には、第32回弱視教育研究全国大会（神奈川
大会）を開催するなど、盲学校と弱視（特殊）学級
の協力・連携の下、弱視教育の指導・方法等に関す
る県内連携が継続し現在に至っている。当研究所
は、これまで、神奈川県弱視教育研究会と連携し、
教材作成の情報提供や指導の支援などを行ってきて
いる。
　本課題別研究における連携及び教材作成の状況に
ついては、別項、「神奈川県弱視教育研究会との連
携」で報告しているので参照されたい。

（２ ）早期教育相談等による県内福祉・医療等との
連携

　神奈川県内の視覚障害児（者）の関連施設は多岐
にわたっているが、その中で当研究所と連携を取っ
ている主な機関は以下の通りである。
　ア）福祉機関関係
①　神奈川県ライトセンター
　視覚障害者の総合支援センターで、日常生活訓練
のセンターとして、点字図書の製作・貸し出しや拡
大写本等のボランティアによる情報提供や視覚障害
乳幼児の早期養育指導などを行っている。
　特に、視覚障害乳幼児早期指導教室（ひよこ教室）
は、盲学校幼稚部や幼稚園就園以前の乳幼児指導と
して、全国でも有数の実績を上げており、当研究所
は、開設当初からスーパーバイザーとして指導支援
を行うと共に、早期養育・教育相談の連携機関とし
て、関わってきている。
　神奈川県内における視覚障害乳幼児の支援システ
ムは、このライトセンターを窓口として、医療・福
祉・教育の連携がなされており、当研究所もその一
端を担っている。本課題研究においても、研究協力
機関となっている。
②　七沢ライトホーム
　神奈川県総合リハビリテーションセンター・七沢
ライトホーム（以下七沢ライトホーム）は、視覚障
害者厚生施設として、県内の視覚障害者の生活訓練
や日常生活全般にわたる総合支援センターであり、

隣接する神奈川リハビリテーション病院と医療・福
祉の密接な連携を取っている。当研究所とは、視
覚障害教育における教材・教具の開発協力や指導法
の研究等で、さらには研修の指導講師を依頼するな
ど、継続した連携をしてきている。
　イ）医療関係
①　神奈川リハビリテーション病院眼科
　設立当初の神奈川リハビリテーション病院（以下、
神奈川リハビリ病院）眼科は、主に中途視覚障害者
対応が主であったが、低年齢の交通事故等による外
傷性や中枢性の視覚障害が増えてきて、治療後の教
育的対応等について、当研究所への紹介や情報提
供など、弱視教育相談による連携が生じてきた。ま
た、七沢ライトホームのスタッフを介して、神奈川
リハビリ病院眼科のドクターに、当研究所の研修講
師を依頼してもらうなど、医療・福祉と教育の繋が
りができ、この関係が後述するロービジョン連絡会
へと繋がっていった。
②　神奈川県立こども医療センター
　神奈川県内においては、障害のある子どもは、何
らかの形で神奈川県立こども医療センター（以下、
こども医療センター）にかかっている。視覚障害乳
幼児も、こども医療センターで診察・治療するケー
スが多い。従来から、こども医療と前述のライトセ
ンターひよこ教室とは連携しており、重度の視覚障
害乳幼児は、そこから早期養育機関として、ひよこ
教室を紹介されるなど、県内における視覚障害の早
期発見・早期治療・療育の医療・療育体制は、他県
に先駆けて、かなり早い時期からシステム化されて
きている。

（３）視覚障害早期養育・相談システム
　視覚に障害のある場合、その発見、治療等はかな
り早い時期から開始されることが多い。しかしなが
ら、療育や養育等を踏まえた早期的対応については
医療機関から養育指導機関への連携が必ずしも有機
的に機能していないことがある。それは、その中で
視覚障害に対応する専門の担当者が少なく、また、
機関内においての情報不足により、連携が取られな
い場合もある。
　現在、全国の盲・聾・養護学校は、地域において
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障害のある子どもの相談に関するセンターとしての
役割を担っているが、神奈川県では、以前から視覚
障害のある子どもの相談に関しては、医療・福祉・
教育の連携の下に、以下のような早期療育・養育・
相談システムが機能している。
①　早期発見による療育・養育へのケア
　神奈川県において、乳幼児期に視覚障害が発見
された場合、眼科医療としては、こども医療セン
ターにつながるケースが多い。そして、こども医療
から、早期の療育機関として、神奈川県ライトセン
ターのひよこ教室が紹介される。
　ひよこ教室では、２歳時までは、家庭訪問を主と
した保護者・家族への心理的対応と養育支援を中心
に行い、２歳以降は母子通所を主とした発達支援を
行っている。この間、当研究所や盲学校の教育相談
を介して、発達の状態や視知覚等の活用について発
達評価を受けるなど、関連機関による情報提供や発
達支援が進められる。４歳以降は、盲学校幼稚部や
地域の幼稚園・保育園が養育の主体となっていくが、
就園・就学までは、ひよこ教室のスタッフが支援の
コーディネーター的役割を担っている。
②　養育から教育へ
　神奈川県内には３つの盲学校があり、それぞれ地
域の相談支援体制が整っており、ひよこ教室と連携
して早期教育相談や早期教育指導を行っている。
　当研究所は、教育相談や視覚障害教育情報ネット
ワーク等により、必要に応じて学習状況や教材・教
具等の活用状況等についての情報や資料の提供を
行っている。

２．神奈川ロービジョンネットワーク
設立の経緯と役割　　　　　

（１）設立の経緯
　視覚障害児に対する教育的な早期対応は、前項で
述べたように関係機関の連携と盲学校等のセンター
的機能の積極的支援により、体制として整えられ進
められているが、視覚障害は、幼児・児童だけで
はなく、むしろ中途視覚障害者や老人を含めた成人
視覚障害者が圧倒的に多く、その大部分は、ロービ
ジョンといわれる低視力の人たちである。

　中途でロービジョンになった場合、治療等による
医療が終結すると、情報連携がなされない場合、そ
のままの状態に置かれることが多い。このような
ロービジョンの人たちに、自立や社会参加を目指し
た社会資源の情報提供や関連機関の情報連携を図る
ため、県内各地で視覚障害者の医療や支援に関わっ
ている人々によって、ロービジョンの情報交換が行
われるようになった。
　「神奈川ロービジョンネットワーク（以下、ロー
ビジョンネットワーク）」は、平成11（1999）年２
月に、神奈川県下の福祉・医療・教育の関係者が、
ロービジョン患者のケアやロービジョンに関する情
報提供や連携の必要性から「ロービジョンを考える
会」を神奈川県ライトセンターで開催し、そこで情
報交換や連絡の場として「神奈川ロービジョン連絡
会」を立ち上げた。福祉機関は七沢ライトホーム、
医療機関は神奈川リハビリ病院、教育機関は当研究
所が核になり、同年６月には、第１回研修会、そし
て平成12（2000）年２月に第２回研修会を開催し、
ロービジョンケアに関わる研修・情報提供等の活動
を進めた。研修会には、眼科医、視能訓練士、視覚
障害指導員、教員などが参加し、まず、医療関係者
へのロービジョンケアの理解や連携の必要性が提言
され、県下大学病院眼科医の連携を図り、そこを中
心に県内眼科医への情報提供を進める連携機関とし
て、同年７月に、福祉・医療・教育の各分野の連絡
強化とさらなる活動の発展を目指して「神奈川ロー
ビジョンネットワーク（KLVN）」が組織された。
事務局を七沢ライトホームに置き、年２回の講演・
研修会を開催するほかロービジョン事例検討会等を
通して、医療・福祉・教育に関するネットワークと
して現在に至っている。

（２）ロービジョンネットワークの役割
　①　ロービジョンクリニックの開設
　神奈川県内には約600の眼科医がおり、また、大
学附属病院が各地におかれている。しかしながら、
ロービジョン患者に必要な医療とサービスを兼ね備
えたロービジョンクリニックを開設している所は少
なく、平成12（2000）年の時点では、北里大学病院
や神奈川リハビリ病院などであった。そこで、県内



－100－

に設置されている各大学附属病院が中心となって、
ロービジョンクリニックの開設を目ざし、医療サー
ビスの充実とケアの推進を図ることが目的とされ
た。平成17（2005）年度現在においては、県内４大
学の附属病院、２カ所の総合病院、10数カ所の眼科
医院にロービジョンクリニックが開設されている。
　②　ロービジョンケアの推進
　医療的サービスが提供され、そして社会生活上の
ケアにスムースに移行するには、医療と福祉・教育
等の橋渡しが必要である。医療機関内にロービジョ
ンケアを行うシステムとして、ロービジョンクリ
ニックがある。そこでは、ルーペや単眼鏡など視機
能を最大限に活用するロービジョンエイドの紹介や
生活支援に向けたサポートなどについて、医者と視
能訓練士らが福祉・教育等との連係により情報の提
供や訓練機関への紹介などを、ネットワークを介し
て行う。
　③　研修会等による専門性の強化
　研修会は、各分野の専門家によるロービジョンに
ついての講演や研究報告を年２回行い、事例検討や
ロービジョン疑似体験、エイド講習会などの研修を
通して、各分野の知識・理解を深め、情報を提供し
合うことでそれぞれの専門性が強化される。また、
研修会場となる各関係機関の施設見学を通して、そ
この専門的事業内容を理解し、さらには、関連機関
からのロービジョン機器や施設資料展示等を通し
て、お互いの情報収集が図られるなど、各分野の専
門性を確かめる場となっている。
　研修会は、日本眼科学会及び神奈川県眼科医会に
よる研修認定を受けており、眼科医が受講する場合
は、受講認定ポイントが加算される。
　④　関係機関のネットワーク
　神奈川ロービジョンネットワーク（KLVN）は、
ネットワーク誌として「ロービジョン通信（以下、
LV通信）」を発行している。会員の入会資格は、
ロービジョンに関心のある人ならば、誰でも入会
でき、ロービジョン当事者や家族、ボランティアの
方々も参加している。現在会員は200名足らずであ
るが、通信の発行部数は1,000部であり、神奈川県
内の全眼科医（600名）や関係機関にネットワーク
情報として配布している。

３．本研究所とのかかわり

　神奈川ロービジョンネットワーク（KLVN）と本
研究所とのかかわりは、２．の設立の経緯でも述べ
たように、設立当初の「ロービジョンを考える会」
から研究所の千田及び大内がスタッフの一員として
参画してきている。教育機関からの情報提供とし
て、研修会においては、本研究所の紹介パンフレッ
トや研究概要のパネルを展示するなど、教育サイド
の理解を図っている。また、本研究所の「視覚障害
教育情報ネットワーク」及び神奈川県における教
育機関の紹介や「神奈川県弱視教育研究会」の活動
等について連絡するとともに、本研究所が事務局に
なっている「日本弱視教育研究会」や、「日本ロー
ビジョン学会」の動向等についても情報提供を行っ
てきている。
　研修会の中では、ロービジョン児の教育情報と
して、平成13（2001）年11月に開催した第５回研
修会に、「ロービジョン児童の教育体制とその問題
点」と題してスタッフの一人である千田が講演し、
医療・福祉関係やロービジョン患者・ボランティア
等参加者に、視覚障害教育の理解並びに情報提供を
行った。平成16（2004）年３月の第10回研修会では、
新井が「アメリカテキサス州における視覚障害教育
について」と題して、海外の教育情報について講演
を行っている。

４．地域の視覚障害教育支援システム
としての連携　　　　　　　

　KLVNの会員の中では、視能訓練士と眼科医が
多く、福祉や教育関係者は少ない。KLVNはプライ
ベートな集まりで、活動も時間外で行っており、研
修会も眼科医の診療の関係で土曜の午後5:00以降と
いう時間帯で行われている。
　教育関係者が少ない理由としては、KLVNの設立
当初のロービジョン対象者は、中途視覚障害者か老
人ケアが多く、幼児児童生徒は、教育機関でケアさ
れているということもあり、時間外の活動に積極的
に参加する人は限られていた。
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　しかし、新障害者プランの中で「個別の支援計画」
が策定され、教育においては「個別の教育支援計画」
を実施するようになってきた状況では、教育のみな
らず、医療、福祉、保健、労働等の様々な側面から
の取組を含めた関係機関の密接な連携協力を行うこ
とが必要である。KLVNは、地域における視覚障害
教育支援の情報連携のネットワークとして機能して
おり、本研究所の課題研究として、KLVNと盲学校
及び弱視学級との連携を促進することが求められて
いる。
　そこで、平成17（2005）年11月26日（土）に、神
奈川県立平塚盲学校を会場にして「視覚障害教育の
理解―盲学校の現状と課題―」と題して、ＫＬＶＮ
の研修会を開催した。当日、研修会参加者は60名余
りと少なかったが、医療、福祉、保健関係者に、盲
学校の現状について報告し、校内を実際に見てもら
うなど、教育関係についての理解と情報交換を行う
ことができ、支援システムとしての連携につながっ
た。

５．本研究所における活動

　教育機関として、KLVNの活動に当初から関わっ
てきたが、当研究所を会場にした研修は、これまで
行われてこなかった。それは、研修会は、できる
だけ集まりやすい場所ということで、横浜を中心に
場所を設定してきたが、平塚盲学校での研修を機
に、教育支援理解を深めていくことをテーマに、視
覚障害教育における教材・教具の紹介と、当研究所
で行ってきた教材開発研究を紹介するKLVN研修会
を、県の東南端に位置する当研究所において、平成
18（2006）年1月21日（土）に実施した。この研修
会は、当研究所の課題別研究の一環としても行い、
本課題別研究のスタッフ全員が担当した。
　研修の内容は、盲児用の各種触覚教材の解説と弱
視児用の拡大教科書の作成実習、そしてこれまでの
教材活用等の研究成果を資料として提供した。具体
的な内容は以下の通りである。
　①　盲児用触覚教材の解説と制作実習
　触覚教材については，立体コピー，サーモフォー
ム，真空成型などによる教材作成方法の長所，短所

について具体的な教材を触りながら参加者に理解を
深めてもらった。その後，実際に各教材作成装置を
操作したり，制作過程を見学したりしながら，実際
に教材サンプルを作成した。こうした活動を通して
視覚障害教育における教材作成と活用について理解
を深めた。
　②　弱視児用拡大教科書の作成実習
　弱視児用の拡大教科書については，その作成法や
配慮点について解説した後，実際の教材を基に拡大
教科書作成の際の配慮点を考えてもらうことによ
り，拡大教材作成の意義や具体的配慮点について体
験的に理解してもらった。
また、所内の研究施設等について見学・説明を行う
など、情報提供と共に参加者関係機関との情報交換
を行った。

６．垣根を越えたネットワーク

　KLVNは、医療・福祉・教育等の関係者が、ロー
ビジョン患者のケアやロービジョンに関する医療・
福祉・教育等の情報提供や連携の必要性から、必然
的に形成されてきたものである。そこには、ロービ
ジョンに対する理解と支援の必要性など、積極的に
対応できる体制づくりに向かって、各人が持ってい
る力を合わせて取り組んでいこうという意欲が基盤
となっている。これは、組織づくられたネットワー
クではなく、人同士が連携し合うヒューマンネット
ワークであり、まさにヒトワークといえる。
　このヒトの連携が、神奈川県内だけでなく、全国
のロービジョン関係者に伝わり、これまでの研修会
においては、国立成育医療センター眼科の東先生や
健康福祉大学の香川先生、仙台の佐渡眼科の佐渡先
生、済生会新潟第二病院眼科の安藤先生、障害者職
業総合センターの岡田先生などに講演講師として参
加し、情報提供や協議を行ってきた。
　本研究課題である「盲学校および弱視学級等にお
ける情報システムおよび地域ネットワークを活用し
た視覚障害教育にかかわる情報収集・提供の在り方
に関する研究」の一環として、KLVNとの連携及び
活動の状況について報告したが、「個別の教育支援
計画」の目標である、"障害のある子ども一人一人
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のニーズに応じてきめ細かな支援を行うために、乳
幼児期から学校卒業後まで一貫しての支援"を行う
には、地域における垣根を越えた密接な連携協力が

不可欠であり、神奈川におけるKLVNの活動は、そ
れを実証しているものである。
 （千田耕基，大内　進）



Ⅲ－２

神奈川弱視教育研究会との連携
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１．研究の背景と経緯

　平成17年12月に中央教育審議会により「特別支援
教育を推進するための制度の在り方について」の最
終報告が示され、現行の盲・聾・養護学校制度の見
直しや小・中学校の制度の見直し等について提言が
なされた。
　これを受け、本年１月には特別支援教育の関係法
令の改正が行われ、まさに特殊教育から特別支援教
育への移行が現実的に進められようとしている。
　特別支援教育の制度においては、盲・聾・養護
学校は障害種にとらわれない特別支援学校へと、ま
た、特殊学級は従前の対象児童生徒に加えて、通常
の学級に在籍するLDやADHDなどの軽度発達障害
のある児童生徒の個々のニーズに応じた支援を行う
特別支援教室へと、それぞれ新たな機能を備えたシ
ステムへと変更され、これまで以上に一人ひとりの
ニーズに応じた教育が保障されることになる。
　このような特別支援教育の制度において、如何に
視覚障害のある児童生徒への教育を充実させていく
かについては、ひとえにその専門性を維持し、継承
していくかということが不可欠であると言える。
　また、現在の弱視学級の設置状況等をみた場合、
一部の地域を除けば、県下に数校しか設置されてい
ない、いわゆる一人学級の割合が極めて高い、担当
者が必ずしも視覚障害教育の指導経験を十分に積ん
でいるとは言えない等の課題が見受けられる。
　一方、平成17年１月に文部科学省が実施した全国
調査によると、小・中学校に在籍している視覚障害
のある児童生徒の数は、通級指導教室における指導
も含め1,700人以上に上っているという報告がされ
ている。
　このような状況を踏まえると、特別支援教育の制
度において視覚障害のある児童生徒の教育の充実を
図るためには、盲学校を含め弱視学級間のネット
ワークを形成し、情報の共有化を図ったり、それぞ

れの学校で不足している部分を補完し合うこと等に
より指導の専門性を維持していくが必要であると考
える。
　この課題を解決する方策の一つとして、当研究所
が運営している「視覚障害教育情報ネットワーク」
の機能を活用することによって、これまでの盲学校
を中心としたネットワークを拡大し、弱視学級や通
級指導教室を含めた、より広域なネットワークを形
成することが挙げられる。
　そこで、平成16年度は、毎年実施している全国
小・中学校弱視特殊学級及び弱視通級指導教室設置
校の実態調査項目に、各学校におけるインターネッ
トの整備状況と弱視学級等担当者が必要と考える教
育用コンテンツを加え、実態調査を実施した。
　その結果、弱視学級等設置校においては、E-メー
ルを含め、ほぼ全ての学校においてインターネット
を閲覧できる状況であることが明らかとなった。ま
た、弱視学級担当者が必要と考える具体的な教育用
コンテンツ及び必要な情報として、以下のような事
柄が挙げらた。
　　・弱視児のための教材・教具に関する情報
　　・弱視児の指導法に関する情報
　　・弱視学級の学級経営に関する情報
　　・弱視児用の漢字問題集
　　・視覚認知を高めるための教材
　なお、実態調査結果の詳細については、課題別研
究成果報告書「全国小・中学校弱視特殊学級及び弱
視通級指導教室実態調査（平成16年度）」を参照し
ていただきたい。

２．平成17年度の活動状況

　昨年度の実態調査の結果を踏まえ、今年度は、こ
れまでオブザーバー的な立場で関わりを続けてきた
神奈川県弱視教育研究会と積極的に連携し、加盟校
の弱視学級等で活用できる教育用コンテンツを作
成し、それを当研究所が運営する視覚障害教育情報

Ⅲ－２　神奈川弱視教育研究会との連携
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ネットワークに掲載することにより、より多くの視
覚障害教育関係者に活用してもらう環境を整えるた
めの取組を行うこととなった。
　以下に、神奈川県弱視教育研究会との共同作業に
より実施した弱視児用漢字問題集の作成を中心に、
今年度に実施してきた活動について、その概要を述
べる。
　（１）理解・啓発に関わる講義
　神奈川県弱視教育研究会第１回研修会において
「弱視学級における現状と課題」と題した講義を行
い、上述した平成16年度全国弱視学級等実態調査の
結果に基づき、その現状と課題について説明すると
ともに、今後の弱視学級等のネットワーク構築の
必要性について理解を求め、具体的な取組として当
研究所と共同で各弱視学級等で活用できる教材を作
成することに対する協力要請を行った。資料１とし
て、「教育用コンテンツの作成協力のお願い」を示
す。
　（２）視覚障害教育情報ネットワークへの加入要請
　上述したように、今後、教育用コンテンツを活用
してもらうために、視覚障害教育情報ネットワーク
への加入申請を行ってもらい、当研究所が提供する
サービスを活用できる体制の整備を図った。
　神奈川県弱視教育研究会第１回研修会及び第１回
研究授業研究会において、視覚障害教育情報ネット
ワークの概要と当研究の趣旨を説明するとともに、
加入の呼びかけを行った。資料２として「視覚障
害教育情報ネットワーク加入申請書について」を示
す。
　（３ ）教材作成ワーキングチームの立ち上げと教

材作成
　神奈川県弱視教育研究会第１回研修会・総会にお
いて、この活動の趣旨を説明するとともに、実際に
教材を作成するメンバーの呼びかけを行った。
　その結果、同研究会の３つのブロックから各１
名と事務局校から１名、それに当研究所の２名を加
え、計６名でワーキングチームを立ち上げることと
なった。
　教材作成ワーキングチームは、月１回の開催を目
処として教材作成会議を開催し、実際の活動を行う
とともに、E-メールによって日常的な情報交換や意

見集約等を行い、円滑に教材を作成することを目指
した。
　また、協議事項の共通理解を徹底させるために、
会議の開催ごとに事務局担当者に議事録を作成して
もらい、E-メールによって配信を行った。なお、こ
の教材作成会議は平成18年２月までに合計10回開催
された。
　以下に、教材作成会議における協議事項と活動経
過の詳細を示す。　 
＜第１回教材作成会議＞（平成17年４月27日）
　・ 神奈川県弱視教育研究会第１回研修会・総会に

おいて呼びかけを行い、それに応じて参加して
いただいたメンバーの顔合わせを行った。

　・ 今後の特別支援教育への移行を踏まえ、盲学校
を含めた弱視学級間の連携が一層必要であるこ
とを確認するとともに、神奈川県弱視教育研究
会として、より積極的な活動を行っていくこと
を確認した。

　・ 次回の教材作成会議において、今年度作成する
具体的な教材について検討することとした。

＜第２回教材作成会議＞（平成17年６月８日）
　・ 実態調査の結果から、神奈川県弱視教育研究会

の研究活動として各学校の指導に役立てること
ができる教材として、弱視用漢字問題集を作成
することを提案し、了承された。

　・ 漢字問題集の原本となる教科書については、①
盲学校の採択教科書となっていること、②神奈
川県及び横浜市を含め、全国的に最も採択率の
高い教科書であること等の諸点から、光村図書
の小学校国語教科書とすることが確認された。

　・ 漢字問題集の作成にあたり、当研究所スタッフ
がたたき台となる見本問題（書き・読み）につ
いて、事前にメールで配信し、次回の教材作成
会議において検討することとなった。

　・ 作成した漢字問題集を視覚障害教育情報ネット
ワークに掲載する場合には、著作権等に抵触し
ないかについて確認する旨が了承された。

　・ 見本問題の作成にあたり、盲学校や弱視学級に
おいて実際に指導をする際の留意点等について
自由討論を行った。

　・ 今後の教材作成会議を、今年度の神奈川県弱視
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教育研究会の事務局校である、横浜訓盲学院に
おいて、月１回のペースで開催することを決定
した。

　・ 事務連絡や漢字問題集の作成に関わる協議事項
等については、E-メールを通じて情報交換等を
行うこととした。

＜第３回教材作成会議＞（平成17年７月13日）
　・ 事前にE-メールにて配信してあった当研究所に

おいて作成した問題集見本について、①漢字問
題集の書式、②書き問題、③読み問題、④漢字
の選定基準の４点について具体的な検討を行っ
た。

　・ 漢字問題集の書式等が定まった段階で、実際の
作成作業に行ってもらうための作成協力の依頼
を行うこととした。資料３として、「視覚障害
教育情報ネットワークに掲載する教育用コンテ
ンツ（弱視児用漢字問題集）の作成について」
を示す。

　・ 今後の年間活動計画について以下のように進め
ることを確認した。

　　　①弱視用問題集の書式等の検討
　　　②検討事項に基づく見本問題集の作成
　　　③見本問題集に基づく作成マニュアルの作成
　　　④実際の作成作業に関わる作成協力者の募集
　　　⑤ 作成マニュアルに基づく漢字問題集の作成

と修正作業
　　　⑥各学校における試用と評価
　　　⑦ 普及活動（視覚障害教育情報ネットワーク

への掲載）　
＜第４回教材作成会議＞（平成17年８月５日）
　・ 当研究所の研究協力費の使途について、神奈川

県弱視教育研究会の運営費とは別枠として扱
い、教材作成、あるいは教材作成会議に関わる
経費を賄うことを確認した。

　・ 教材作成の協力依頼に応えて、６名の先生方に
作成に加わっていただけることになった。

　・ 漢字問題集の作成に関して、次の事柄が確認さ
れた。

　　　① 手始めとして一太郎版の問題集を作成し、
同様のものをワード版としても作成する。

　　　② 神奈川県弱視教育研究会が加盟している学

校で使用している国語教科書の出版社名を
集約する。

　　　③ Web上に公開する場合は、作成した問題
集の著作権について検討する必要がある。

　　　④ 当研究所が作成した作成要領（「漢字問題
集の作成手順について」）に従い、各メン
バーが問題を作成し、それを持ち寄って作
成要領を完成させる。その際、作成した問
題は各自フロッピーディスクに保存してお
くこと。

　　　⑤ 作成要領をもとに、作成協力者に対する説
明会を開催する。

＜第５回教材作成会議＞（平成17年８月31日）
　・ 作成要領に従って、各メンバーが作成した漢字

問題を持ち寄り、書式等の検討とそれに伴う作
成要領の修正を行った。

　・ 作成協力者とワーキングチームのメンバーがペ
アとなり問題を作成し、ワーキングのメンバー
が責任を持って作成問題の校正を行うこととし
た。

＜第６回教材作成会議＞（平成17年９月７日）
　・ 漢字問題集の作成にあたり、事前に作成マニュ

アルを作成し、それを用いて作成協力者に対す
る説明会を行った。

　・ 説明にあたっては、見本問題集を用いて、実際
にコンピュータ上で校正し、質疑応答を行いな
がら、共通理解を図った。

　・ 10月末を目途として作成を行い、ペアとなって
いるワーキングのメンバーが作成協力者の分を
集約する。

＜第７回教材作成会議＞（平成17年10月７日）
　・ 実際に漢字問題を作成していく過程において新

たに持ち上がった問題作成上の課題等について
提起し、それに対する解決の方策を検討した。

＜第８回教材作成会議＞（平成17年11月16日）
　・ 前回に引き続き、実際の問題作成に拘わり、問

題作成上の課題、改善を要する点について提起
し、それに対する解決の方策を検討した。

＜第９回教材作成会議＞（平成17年12月１日）
　・ メンバーの一人から、問題文の書体について、

指導上の配慮からも教科書体で作成することが
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望ましい旨の意見が出されたために、神奈川県
弱視教育研究会の公開授業研究会終了後に緊急
に協議を行った。

　・ その結果、フリーソフトの教科書体をフォント
用いて問題集を作成することが確認された。

＜第10回教材作成会議＞（平成18年２月１日）
　・ 前回確認されたフリーソフトの教科書体フォン

トが教育漢字にしか対応しておらず、漢字問題
集に使われている全ての漢字に対応していない
ことが判明したため、使用しないこととし、あ
らためて使用するフォントを検討した。

　・ その結果、当初の通り明朝体で作成し、教育的
視点からも可能な限り教科書体に変更して使用
することが望ましいことを周知することを確認
した。

　・ 今後の活動について、第６回研究会において、
今回作成した漢字問題集の作成過程について加
盟校に説明するとともに、試作版を各校に配布
し、実際に使用してもらい、平成18年度第１回
総会（４月下旬を予定）において、改善点等を
挙げてもらうこととなった。

　・ 各校から挙げられた改善点等をワーキングチー
ムで検討し、修正が必要な場合には修正を行
い、完成版とすることが確認された。

　・ 完成版については、著作権の問題が解決される
までは、視覚障害教育情報ネットワークに案内
を掲示し、希望者に対して記録メディアと送料
を負担してもらい提供することとした。　

３．弱視用漢字問題集作成の実際

　弱視学級、弱視通級指導教室、盲学校で使用して
いる市販の漢字問題集は、弱視児が使用するという
観点から考えた場合、それぞれに長所短所があり、
満足が得られるものとはなっていない。まず、それ
らの課題点をあげ、ここで作成する弱視用漢字問題
集の書式及び基本方針について検討を行った。
　以下に市販漢字問題集の課題点をあげる。
・見本漢字と用例の文字が小さい。
・見本漢字は大きいが、書き込む部分が小さい。
・ルビが小さい。

・ 見本漢字が上段にある場合、それを見ながら書く
のは、弱視児にとって書きにくい。見本漢字の下
の漢字は書けても、次の漢字は見本字を見ずに書
いてしまったり、間違えた字をそのまま最後まで
書いてしまうことがある。

・ 教科書準拠でない問題集では、授業で学習してい
る漢字と合わず、馴染みにくい。

　このような課題点を勘案し、ここでは単に作業的
に新出漢字を覚えるものではなく、作文等で実際に
漢字を使えるよう、短文の中に漢字が組み込まれる
形式のドリルを作成していくこととした。以下に書
式及び基本方針をあげる。

＜書式について（読み・書き共通）＞
①用紙サイズ：Ａ４横置き
　　　　　　　文字数16字　行数26行
　　　　　　　マージン
　　　　　　　（上25㎜、下15㎜、左11㎜、右10㎜）
②文字サイズ： 本文・タイトル・問題番号
　　　　　　　→30ポイント
　　　　　　　 ページ番号（ヘッダ部分左上）
　　　　　　　→20ポイント マージン10㎜
            　　　 基本情報（フッダ部分中央）
　　　　　　　→８ポイント マージン15㎜
　 　拡大教科書においては、0.1程度の視力の弱視
児童生徒を想定し、原則として小学校低・中学年
までは26ポイント程度、高学年以上は22ポイント
程度としている。ここでは漢字の問題集というこ
とで、新出漢字等の読み書きをさせることを考え
ると、より大きく提示し、はっきりと見せること
が重要となってくる。そこで文字の大きさは30ポ
イントとした。

③ フォント：本文→MS明朝体
　　　　　　学年・問題番号→MSゴシック体
　   フォントについては教科書同様、教科書体を使
用したかったが、通常のワープロソフトには教科
書体が常備されておらず、別購入となる。またイ
ンターネットを活用してフリーの教科書体をダウ
ンロードすることも考えたが、あくまでもこれは
商品の試供品版であり、使用文字に制限がある。
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したがって、ここではMS明朝体を使用すること
とした。また学年や問題番号を記載する数字につ
いてはMSゴシック体を用いることとした。

　 　問題番号が一桁の場合は全角で表すが、二桁に
なった場合は、半角、太文字（強調）で表す。

④ 問題集基本情報として、フッタ（中央）に「明朝
体30ポイント　学年　単元名　出版社名」を入れ
る。これは指導者の使用の便を考えて入れるので
文字サイズは８ポイントにする。

⑤ 各単元１ページ目に学年、単元名、氏名欄（欄上
部に名前と記載）を設ける。単元名と名前と記載
する部分は網がけにする。複数印刷することにも
配慮して、カラーは使用しない。

⑥ 単元名の書き表し方は、文字数にかかわらず欄の
最上段から標記する。長い単元名で枠に入らない
場合は、文字サイズを下げて入れる。

⑦ 問題番号と問題文の間は半マス分の空白を設け
る。

⑧各問題は、問題文中に一カ所とする。
⑨ 問題は、文中のどの部分（文頭・文中・文末）に
設定してもよい。

⑩ 問題文は原則として１行におさめるものとする。
ただし、やむを得ず２行にまたがる場合は、１行
目と改行後の間隔を２行分設定する。また、改行
後の行頭は半文字分上へあげる。原則通り、問題
文を１行におさめた場合、書き問題は、１ページ
目は４問題、２ページ以降は５問題入れること
ができる。読み問題は、１ページ目は５問題、２
ページ以降は６問題入れることができる。

⑪ 問題の書き始めの行については、書き問題の場
合、書かせる漢字の仮名が、１ページ目の７行目
からとし、２ページ以降は、２行目からとする。
読み問題の場合は、１ページ目の７，８行目の境
に括弧の中心がくるようにする。２ページ以降に
ついては、２，３行目の境に括弧の中心がくるよ
うに作成する。

＜問題文について（読み・書き共通）＞ 
① 取り扱う漢字は、「新出漢字」とする。ただし、
既習の漢字であって、その単元で初めて使われる
読み方の漢字（「読み替えの漢字」）は取り扱う。

また、本文中に振り仮名がついている「これから
学習する漢字」については、読み問題で取り扱
う。作者名や脚注に出てくる振り仮名のある漢字
は扱わない。

② 読み・書きのそれぞれの問題文は、読みだけの問
題（「これから学習する漢字」）を除き、同一文と
する。

③ それぞれの問題文は基本的に教科書の内容と関連
したものとする。（場合によっては教科書の本文
と同一文になることもあり得る。）

④ 各問題の提示順は教科書に出てくる漢字順とす
る。ただし、段組がなされている場合は指導する
順に従う。

⑤ 教科書に準拠し、２年生上巻までは文節分かち書
きで表記する。

＜読み問題について＞
① 読み仮名を書かせる漢字は太字とし、その漢字の
前後は半マス分空ける。

② 読み仮名を書き込む（　）については、30ポイン
トの大きさでレイアウト枠を使い、読ませる漢字
の右側に配置する。

③ 読み仮名を書き込む（　）の広さは、30ポイント
の文字の大きさで書いた文字数分を確保する。

④ 漢字に対する（　）の位置は、基本的に漢字の
水平方向の中心に対して上下均等の位置に配置す
る。

⑤ 行頭に読ませようとする漢字がくる場合は、開き
括弧の位置が問題番号より上にはこないように配
置する。

＜書き問題について＞
① 書かせるマス目は補助線のあるものと、空白のマ
ス目のものの２種類を作成する。

　 　学習者の状況によっては、補助線がノイズにな
る場合がある。しかし、補助線を入れたマス目
で、丁寧に書かせる指導も必要な場合がある。し
たがって、２種類のマス目のものを作成し、それ
ぞれの指導にあわせて選択ができるようにする。

② マス目の大きさは2.3㎝の正方形とし、図形線種
は「実線」、図形線サイズは「極太線」とする。
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③ 補助線ありの問題では、マス目内の補助線は図形
線種が「点線」、図形線サイズは「細線」とする。

④マス目の前後は半マスずつ空ける。
　 　２年上巻までは文節分かち書きで表記するので
この限りではない。

⑤ 読み仮名の配置は、基本的にマス目の水平方向の
中心から上下に均等に配置する。

⑥ 熟語で各漢字が新出漢字である場合、そこで使わ
れている熟語で問題を出す。

　 例） 学校（学と校が新出漢字）→学と校と分けて
問題を出さず、「学校」として出す。

　 　一字が新出漢字、他の漢字が既習漢字で作られ
ている熟語も、熟語として出す。

＜保存ファイル名について＞
　保存するファイル名は次のようにつける。（補：

補助線あり）
　読み書きの別 ＋ 学年 ＋ ：単元名の最初の４文
字 ＋（出版社名）＋ 補（補助線の有無）
例）
　書２：スイミー（光村）補
　　　　 このファイルは、２年生の書き問題で単元

はスイミー、出版社は光村出版、補助線あ
りの問題です。

　書２：スイミー（光村）
　　　　 このファイルは、２年生の書き問題で単元

はスイミー、出版社は光村出版、補助線な
しの問題です。

　読２：スイミー（光村）
　　　　 このファイルは、２年生の読み問題で単元

はスイミー、出版社は光村出版です。
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４　今後に向けて

　上述したように、この１年間の活動を通じて、弱
視用小学校漢字問題集の作成が終了しつつある。こ
れからの活動予定としては、作成した問題集を神奈
川県弱視教育研究会の加盟校に設置されている各弱
視学級において実際に活用してもらうことにより評
価を行い、より使いやすいものへと改善を図ってい
く必要がある。
　今後の活動に向けては次の諸点が課題として挙げ
られる。
　⑴ 　神奈川県弱視教育研究会の加盟校で使用して

いる光村図書以外の教科書に準拠した問題集を
作成する必要がある。

　⑵ 　今回は、学校現場で最も普及していると考え
られるワープロソフトである一太郎を用いて教
材を作成したが、同様に広く普及しているワー
ド版の教材を作成していく必要がある。

　⑶ 　今年度の取組は、教材作成ワーキングチーム
のメンバーと、実際の教材作成作業を手伝っ
ていただいた諸先生のご協力により問題集を完
成させることができたが、ネットワークを形成
することの意義やこのような活動に対する、神
奈川県弱視教育研究会の会員相互の共通理解が
得られるには至ってないのが現状である。今後
は、活動の趣旨を含めて、神奈川県弱視教育研
究会全体の活動へと広がっていくことを期待し
たい。

　また、当研究所が運営する視覚障害教育情報ネッ
トワークの運用面についての課題としては、このよ
うな教育用コンテンツをいかに充実させていくかが
大きな課題である。今回作成した弱視用漢字問題集
が評価に基づく修正を行うことにより、その完成度
が高まり、著作権の課題がクリアされれば、視覚障
害教育情報ネットワークに掲載し、より多くの弱視
学級等において活用されることを期待したい。
　最後に、日常的な校務に追われ多忙を極めている
にも拘わらず、快く教材作成ワーキングチームに加
わっていただいた４名の先生、また、実際に作成作
業のお手伝いをいただいた６名の諸先生に心から感
謝を申し上げたい。

＜教材作成ワーキングチームのメンバー＞
横浜訓盲学院 林　　尚美　先生
神奈川県平塚盲学校 玉腰美貴子　先生
横浜市立神奈川小学校 坂下　恵子　先生
横浜市立汐入小学校 宮原　宗久　先生

＜実際の問題作成に協力をしていただいた各先生＞
鎌倉市立西鎌倉小学校 鳥山弥代伊　先生
川崎市立下沼部小学校 猪熊千賀子　先生
大和市立引地台中学校 飯澤　和裕　先生
相模原市立南大野小学校 谷口智恵子　先生
伊勢原市立竹園小学校 穂坂　文子　先生
横浜市立根岸中学校 佐野亜紀子　先生
 （田中良広，澤田真弓，千田耕基）
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Tel: 046-839-6852
Fax: 046-839-6908
E-mail: yoshihiro@nise.go.jp
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